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自己株式（優先株式）の取得枠設定並びに資本金および資本準備金の額の減少に関す

るお知らせ 
 

 当社は、資本構成の再編を図るため、平成 19 年 2月 15 日開催の取締役会において、当社の

優先株式（第一回第三種優先株式の約 58％）の取得枠設定並びに当該取得のために資本金およ

び資本準備金の額の減少について、平成 19 年 3 月 20 日開催予定の臨時株主総会（以下「本臨

時株主総会」といいます。）に付議することを決議致しましたので、下記の通りお知らせ致しま

す。 

 

 記 

 

Ⅰ．優先株式取得枠の設定について 

1.優先株式取得枠設定の目的 

  当社は、現在第一回第二種、第一回第三種優先株式（以下、「既存優先株式」といいます。）

を発行しております。これらの既存優先株式は将来普通株式に転換される可能性のある潜在

普通株式であることから、その転換請求可能期間開始前に取得、消却することにより、将来

の普通株式の希薄化の抑制と株主価値の向上を図ることを目的としております。今回平成 18

年6月29日に既存優先株式の割当先である株式会社三井住友銀行との間で締結した優先株式

売買基本合意書に基づき、第一回第三種優先株式の一部を取得することと致します。また、

平成18年7月7日に発行した第一回及び第二回新株予約権の行使により調達された資金を原

資とします。 

  

2.優先株式取得枠設定についての付議の概要 

 （1）取得する株式の種類および数 

     第一回第三種優先株式      20,600,000 株 

  

（2）株式を取得するのと引換えに交付する金銭等の内容およびその総額 

     金銭等の内容：金銭 

     総額：  8,652,000,000 円  （1 株あたり 420 円） 

 

 （3）株式を取得することができる期間 

     平成 19 年 3 月 23 日より平成 20 年 3月 22 日 

  



                                  
 

 

  参考：第一回第三種優先株式の概要 

12,499,900,000円

35,714千株

350円

無議決権型

平成18年度まで1株につき7円、平成19年度以
降は1株につき14円

第一回第二種優先株式の配当に対して劣後

累積条項 非累積型

参加条項 非参加型

転換請求期間 平成19年9月12日～平成44年8月9日

当初転換価額 60円

転換価額の修正
平成20年10月1日以降平成43年10月1日までの
毎年10月1日に転換価額を時価修正。下限転
換価額は52円、上限転換価額は120円

強制転換
会社法第170条の規定による転換効力発生日
に時価にて転換

随時買入消却可能

株式会社三井住友銀行

発行総額

発行株式総数

発行価額

議決権

消却

割当先

転換の条件

配当の条件

配当額

 

 

 

Ⅱ．資本金および資本準備金の額の減少 

1.資本金および資本準備金の額の減少の目的 

   資本の欠損の解消を図り、且つ、上記Ⅰの自己株式（優先株式）の取得を実際に行なう

ための必要な取得財源を生じさせるために、資本金および資本準備金の額の減少を行なう

ものであります。 

    

2.資本金の額の減少の概要 

 （1）減少する資本金の額 

     当社の資本金は平成 19 年 2 月 13 日現在 13,612,231,226 円ですが、10,177,031,021

円減少して、同額その他資本剰余金を増額させます。 

 

 （2）資本金の額の減少がその効力を生ずる日 

      平成 19 年 3 月 23 日をもって、資本金の減少が効力を生ずる日となります。 

 

 （3）本件に伴う発行済株式総数に変更はなく、本件減資は無償減資です。 

 

（4）その他の必要事項については、取締役会に一任致します。 

 

3.資本準備金の額の減少の概要 

 （1）減少する資本準備金の額 

     当社の資本準備金は平成19年2月13日現在4,363,281,222円ですが、4,363,281,222
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円減少して、同額その他資本剰余金を増加させます。 

 

 （2）資本準備金の額の減少がその効力を生ずる日 

     平成 19 年 3 月 23 日をもって、資本金の減少が効力を生ずる日となります。 

 

 （3）その他の必要事項については、取締役会に一任致します。 

 

4.剰余金の額の減少の概要 

   上記 2.3.による資本金及び資本準備金減少に伴い、その他資本剰余金が増加しますが、 

累積損失を一掃するため、その他資本剰余金（14,540,312,243 円）のうち、5,888,312,243 

円（但し、零からその他利益剰余金の額を減じて得た額を限度とする）は減少させ、その 

他利益剰余金は、当該減少額に対応する額を増加させ、同額分の欠損を解消するものと致 

します。 

 

5.資本金および資本準備金の減少に係る手続の日程 

  ①取締役会決議日               平成 19 年 2 月 15 日 

  ②臨時株主総会決議日             平成 19 年 3 月 20 日（予定） 

  ③債権者異議申述公告             平成 19 年 2 月 22 日（予定） 

  ④債権者異議申述最終期日           平成 19 年 3 月 22 日（予定） 

  ⑤資本金および資本準備金減少の効力発生日   平成 19 年 3 月 23 日（予定） 

 

                                       以 上 

 

 


